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Ⅲ．教育の質の保証と情報公表－「学び」の質保証の再構築－  

 

（大学が行う「教育の質の保証」と「情報公表」） 

各大学が地域社会や産業界等の大学の外部からの声や期待を意識し、積極的に説明責任を果たして

いくという観点からも大学全体の教育成果や教学に係る取組状況等の大学教育の質に関する情報を把

握・公表していくことが重要である。これらに加えて、経営状況等も含めた大学の基本的な情報につ

いて、各大学が積極的に公表することも必要である。また、社会が理解しやすいよう、国は、全国的

な学生調査や大学調査を通じて整理し、比較できるよう一覧化して公表すべきである。 

教育の質の保証や情報公表に真摯に取り組まない大学は、社会からの厳しい評価を受けることとな

り、その結果として撤退する事態に至ることがあり得ることも覚悟しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的な方策＞ 

 学修成果の可視化と情報公表の促進 

○ 教学マネジメントの確立に当たっては、学生の学修成果に関する情報や大学全体の教育

成果に関する情報を的確に把握・測定し、教育活動の見直し等に適切に活用することが求

められる。また、各大学が地域社会や産業界等の大学の外部からの声や期待を意識し、積

極的に説明責任を果たしていくという観点からも、大学全体の教育成果の可視化や教学に

係る取組状況等の大学教育の質の向上に関する情報の把握・公表が必要である。 

 

○ 学生の学修成果や大学全体の教育成果の可視化に関する情報、教学に係る取組状況等の

大学教育の質に関する情報について、情報によっては大学に新たに義務付けしたり、取組

の参考となるよう把握や活用の在り方等について教学マネジメントに係る指針の中に提示

したりするなど、情報公表を促進する。 

 

【参考①】把握・公表の義務付けが考えられる情報の例 

【参考②】把握や活用、公表の在り方について一定の指針を示すことが考えられる情報の例 

 

○ これらの情報について、当該大学のみならず社会全体が効果的に活用することができる

よう、全国的な学生調査や大学調査を通じて、整理し、比較できるよう一覧化する機能を

設ける。 

参考資料２ 

 


